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序　　文

　日本国政府は、インドネシア共和国政府の要請に基づき、同国の地域教育開発支援計画に係る

調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することといたしました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成10年12月16日

より12月25日までの10日間にわたり、東京工業大学大学院社会理工学研究科教授 牟田博光氏を団

長とする事前調査団（S/W協議又は予備）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともにインドネシア共和国政府の意向を聴取し、かつ現地踏

査の結果を踏まえ、本格調査に関するS/Wに署名しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成11年１月

国際協力事業団

理事　泉　堅二郎
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